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も
う
す
ぐ
市
が
誕
生
し
て

4
年
と
な
り
ま
す
。
市

誕
生
時
と
比
べ
、
財
政
は
ど
の

よ
う
に
変
化
し
た
の
で
し
ょ
う

か
。
合
併
に
よ
る
効
率
化
は
現

れ
て
き
て
い
る
の
で
し
ょ
う

か
。
決
算
額
な
ど
の
推
移
を
ま

と
め
ま
し
た
。

歳
入
の
状
況

　

合
併
直
後
の
平
成
17
年
度
は

旧
5
町
村
の
予
算
の
合
計
の
た

め
予
算
額
が
大
き
く
な
っ
て
い

ま
す
が
、
徐
々
に
総
額
は
減
額

し
て
い
ま
す
（
表
１
）。
将
来

を
見
越
し
必
要
最
小
限
の
予
算

規
模
に
し
て
い
き
ま
す
。

●
合
併
特
例
債
の
活
用
状
況

　

別
表
に
合
併
特
例
債
の
主
な

活
用
状
況
を
記
載
し
ま
す
（
表

2
）。合
併
後
、給
食
セ
ン
タ
ー

や
保
育
園
・
児
童
館
、
交
流
学

習
セ
ン
タ
ー
の
建
設
、
安
曇
野

赤
十
字
病
院
建
設
補
助
金
等
の

た
め
の
借
入
を
行
っ
て
い
ま
す
。

歳
出
の
状
況

　

目
的
別
（
表
3
）
と
性
質
別

の
歳
出
（
表
4
）
で
す
。
目
的

別
で
は
社
会
保
障
費
の
増
で
民

生
費
が
、
旧
町
村
の
公
債
費
の

本
格
償
還
で
公
債
費
が
伸
び
て

い
ま
す
。
ま
た
人
件
費
の
減
少

で
総
務
費
が
、
事
業
量
の
減
で

農
林
水
産
費
が
減
少
し
て
い
ま

す
。
性
質
別
で
は
扶
助
費
・
公

債
費
が
伸
び
て
い
ま
す
が
、
人

件
費
・
投
資
的
経
費
が
減
少
し

て
い
ま
す
。

●
職
員
給
の
状
況

　

普
通
会
計
に
属
す
る
職
員
の

状
況
で
す
（
表
5
）。
合
併
効

果
に
よ
っ
て
職
員
数
と
職
員
給

は
減
少
し
て
い
ま
す
。

●
投
資
的
経
費
の
状
況

　

投
資
的
経
費
の
年
度
別
の
推

移
で
す
（
表
6
）。
新
市
建
設

計
画
に
基
づ
き
計
画
的
に
行
っ

て
い
ま
す
。

　

全
体
の
歳
出
額
は
減
少
傾
向

で
す
が
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
（
道

路
関
係
経
費
等
）
に
関
す
る
経

費
は
、
毎
年
度
一
定
額
が
確
保

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

災
害
に
関
す
る
経
費
は
災
害

の
減
少
に
よ
り
減
額
と
な
っ
て

い
ま
す
。

地
方
交
付
税
と

財
政
力
指
数
の
状
況

　

交
付
税
は
国
の
三
位
一
体
改

革
や
基
本
方
針
２
０
０
６
・
２

０
０
７
な
ど
に
よ
っ
て
、
見
直

し
が
進
ん
で
い
ま
す
が
、
国
の

経
済
対
策
に
よ
り
増
額
と
な
っ

て
い
ま
す
。

財
政
力
指
数
は
増
加
傾
向
に

あ
り
ま
す
（
表
7
）。

起
債
・
基
金
残
高
の

状
況

　

年
度
別
残
高
の
推
移（
表
８
、

９
）
で
す
。
起
債
は
下
水
道
事

業
の
減
少
に
伴
い
、
全
体
的
に

は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
基

金
は
合
併
後
計
画
的
に
積
立
を

行
い
、増
加
傾
向
で
す
。目
的
の

あ
る
基
金
は
計
画
に
沿
っ
て
取

り
崩
し
、事
業
を
推
進
し
ま
す
。

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度

中部・南部給食センター 4.4 中部・南部給食センター 376.1 中部・南部給食センター 964.3 穂高交流学習センター 348.2

豊岳荘建設補助 171 穂高交流学習センター 463.8 有明保育園 576.4

三郷児童館 202.5 安曇野赤十字建設補助 459.5

豊岳荘建設補助 171 堀金保育園 301.7

有明保育園 149.9

○合併特例債の主な活用状況（表 2） （百万円）

合併から４年、
財政はどう変化した？

（百万円）

議会・総務費
民生・衛生費
労働・農水・商工費
土木費
消防・教育費
災害・公債費
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歳出（目的別）の推移（表3）歳出（性質別）の推移（表4）

17 年度 18年度 19年度 20年度

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

その他
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災
害

補
助

単
独

単独事業費

補助事業費

災害復旧費

合計

H17 年 H18年 H19年 H20年

臨時財政対策債発行可能額

特別交付税

普通交付税

財政力指数
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17年度 18年度 19年度 20年度

普通会計

産業団地会計 合計

下水会計 農集排会計

水道事業会計
（百万円） （百万円）
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17年度 18年度 19年度 20年度

財政調整基金 合計減債基金 その他

（百万円） （百万円）
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地方交付税と財政力指数の推移（表 7）

起債残高の推移（表 8）

基金残高の推移（表 9）

単独事業費

補助事業費

災害復旧費

合計

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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17 年度 18年度 19年度 20年度

11,047

8,197

3,603
3,594

11,924

383億
6,500万円 364億

2,400万円
354億
6,500万円 343億

500万円

11,213

8,573

3,582

4,558

8,316

12,591

8,631

3,941

4,115

6,187

12,397

8,805

3,410
3,215

6,470

（単位：百万円）

その他
市債
国県補助金
地方交付税
地方税

11,047 11,213 12,39712,591

歳入の推移（表１）

職員給の推移（表 5）
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711

4,335
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4,174

3,969

679
699
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投資的経費の推移（表 6）

予算総額は？
人件費は？
指数の推移は？

財政面での
メリットが
現れはじめて
いるんだね。

373億
5,400万円

373億
5,400万円356億

8,100万円
356億
8,100万円347億

2,300万円
347億
2,300万円

337億
700万円

337億
700万円


